
■承認第 6号 専決処分の承認を求めることについて（平成３０年度四万十町一

般会計補正予算（第 5号）） 

【要旨】 

本議案は、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかで

あると認め、地方自治法第 179条第１項の規定により平成 31年３月 31日付けで専決

処分に付した平成 30 年度四万十町一般会計補正予算第５号について、同法同条第３

項の規定に基づき報告し、承認を求めるものです。 

先の議会３月定例会で審議された平成 30 年度一般会計補正予算第４号の決定後に

おいて、繰越事業として予定していた四万十町西原地区の小久保川上池の災害復旧工

事において、平成 31年２月 28日に入札を行ったところ不調となり、工事内容の再検

討並びに、それに伴う重要変更協議に時間を要することから、工期の不足が想定され

たため、歳入歳出それぞれ 88,000 千円を減額したものです。また、繰越明許費にお

いて、県事業の繰越に伴い農業競争力強化基盤整備事業負担金の増額と災害復旧事業

の減額により農林施設災害復旧費の減額を行い、地方債についても同様に減額をした

ものです。 

 

【補正内容】 

 平成 30 年度四万十町一般会計補正予算（第５号）第１表歳入歳出予算補正、第２

表繰越明許費補正並びに第３表地方債補正に記載のとおり。 

 

【地方債の状況】 

 別紙のとおり 
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☞ 平成30年度「地方債」借入見込額及び充当先一覧

単位: 千円

款 項 目 補 正 前 補 正 額 補 正 後

6 1 3 農業競争力強化基盤整備事業 8,800 8,800 

6 1 5 地域ため池総合整備事業 9,300 9,300 

農村災害対策事業 7,300 7,300 

興津排水機場長寿命化事業 6,800 6,800 

8 2 3 町道改良事業 4,300 4,300 

8 5 1 吉見川浸水対策事業 115,000 115,000 

151,500 0 151,500 

8 4 2 公営住宅建設事業 20,600 20,600 

20,600 0 20,600 

11 1・2 － 現年発生補助災害復旧事業 89,800 89,800 

過年発生補助災害復旧事業 17,200 ▲ 8,800 8,400 

一般単独災害復旧事業 7,200 7,200 

114,200 ▲ 8,800 105,400 

6 1 5 興津排水ポンプ設置事業 12,600 12,600 

12,600 0 12,600 

2 1 3 合併特例債まちづくり基金造成事業 102,500 102,500 

3 2 1 保育所施設等整備事業 69,700 69,700 

9 1 5 津波避難対策推進事業 16,700 16,700 

避難設備・運営体制整備事業 11,800 11,800 

200,700 0 200,700 

9 1 4 消防施設整備事業 19,100 19,100 

9 1 5 津波避難対策推進事業 30,000 30,000 

防災施設整備事業 41,100 41,100 

90,200 0 90,200 

6 1 5 農業基盤整備促進事業 10,700 10,700 

10,700 0 10,700 

10 2・3 5 小中学校ブロック塀等改修事業 11,900 11,900 

11,900 0 11,900 

2 1 5 ケーブルシステム機器整備事業 150,500 150,500 

2 1 6 移住定住促進事業 9,200 9,200 

3 1 2 特別養護老人ホーム運営事業 5,100 5,100 

3 1 9 高齢者生活福祉センター浴室改修事業 6,400 6,400 

デイサービスセンター百年荘浴室改修事業 1,000 1,000 

4 1 7 斎場改修費 3,800 3,800 

4 2 2 塵芥収集車購入事業 6,400 6,400 

6 1 3 複合経営拠点支援事業 23,100 23,100 

地場産業振興センター加工場整備事業 41,800 41,800 

地場産業振興センター改修事業 9,500 9,500 

8 2 3 町道改良事業 162,200 162,200 

橋梁修繕及び耐震補強事業 30,900 30,900 

周辺整備事業 5,900 5,900 

9 1 2 高幡消防組合負担金 9,700 9,700 

9 1 5 町道改良事業（津波避難路） 13,800 13,800 

10 2 1 小学校施設整備費 55,200 55,200 

10 4 2 文化財保護管理費 5,700 5,700 

10 4 5 窪川四万十会館改修事業 5,000 5,000 

緑林公園遊具改修事業 46,200 46,200 

591,400 0 591,400 

2 1 3 過疎地域自立促進特別事業基金造成事業 191,500 191,500 

8 2 3 橋梁一括点検調査事業 27,000 27,000 

9 1 5 緊急輸送道路沿道建築物解体撤去事業 19,100 19,100 

237,600 0 237,600 

829,000 0 829,000 

－ － － 臨時財政対策債 332,900 332,900 

332,900 0 332,900 

1,774,300 ▲ 8,800 1,765,500 

【参　考】 214,900 

431,900 

1,814,240 

▲ 265,740 

18,545,909 

起 債 見 込 額 （ 限 度 額 ）
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百年荘入浴機器購入

長寿命化工事

 県営農村災害対策整備事業負担金

 耐震性貯水槽整備・救急車整備

14橋

18路線

CATV映像装置等機器再構築業務

特別養護老人ホーム組合分担金(特殊浴槽購入）

こいのぼり荘浴室改修工事
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1路線

 改修工事等

育苗施設整備

旧竹内家住宅改修工事

火葬炉修繕

地域食材加工施設整備

過 疎 対 策 事 業 債 計
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 遊具設置工事

橋梁一括点検調査委託

過疎地域自立促進特別事業基金造成

※一般財源のため充当事業なし

前 年 度 繰 越 分 借 入 見 込 額 計

本 年 度 「 公 債 費 ( 元 金 償 還 金 ) 」 見 込 額

本 年 度 「 地 方 債 増 減 」 見 込 額

本 年 度 末 「 地 方 債 残 高 」 見 込 額

繰 越 明 許 額

 県営農業競争力強化基盤策整備事業負担金
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公 共 事 業 等 債 計

茂串雨水ポンプ場建設

町道川ノ内芳川線改良事業

志和地区ヘリポート・避難路等及び防災備蓄倉庫整備

道の駅あぐり窪川改修工事

高速道周辺整備

 県営地域ため池総合整備事業負担金

学校教育
施設等整備

事業債
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耐水性貯水槽設置

興津地区津波対策高台用地整備

緊急用ヘリポート整備工事

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 計

防災対策
事 業 債

排水ポンプ設置

防 災 対 策 事 業 債 計
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